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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の対策と現状 
UpdateNo.45（2024/03/15） 

 

 
＜通知文は要約しています。日医等からの正式通知は本会ＨＰに掲載していますので確認をお願いします。＞ 

 

１．新型コロナウイルス感染症の令和６年４月以降の医療提供体制及び公費支援等

について（R6.3.8 日医発第2160号（地域）（健Ⅱ）） 
 

今般、厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策本部等より都道府県等担当部局宛に標記事務連絡が発出されました。 

新型コロナウイルス感染症については、令和５年５月８日から感染症法上の位置づけが５類感染症に変更され、令和５年９

月19日付日医発第1108号等に基づき、令和６年３月末までを対象期間として、現行の「移行計画」を見直した上で、通常の医

療提供体制へ段階的に移行することとされておりました。 

今般、各都道府県において着実に移行が進められたとして、令和６年３月末をもって通常の医療提供体制への移行期間を終

了とし、令和６年４月以降、通常の医療提供体制とすることとした上で、各都道府県にその取扱いが示されました。 
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２．令和６年度診療報酬改定による恒常的な感染症対応への見直しを踏まえた新型

コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の取扱い等について（R6.3.7 日医発第

2145号（保険）） 
 

令和５年秋以降の新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについては、「令和５年秋以降の新型コロ

ナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」（令和５年９月15日付け日医発第1091号（保険）（Update 

No.44））等によりご案内申し上げていたところでございます。 

今般、令和６年度の診療報酬・介護報酬の同時改定において、恒常的な感染症対応への見直しが行われることや、新型コロ

ナウイルス感染症の流行状況や医療提供体制の状況等を踏まえ、本年４月以降、新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上

の取扱い等について、添付資料のとおり厚生労働省より示されましたので、取り急ぎご連絡申し上げます。 
 

【医科診療報酬点数表に関する特例】 
 
医科診療報酬点数表関係 【通則】 

〇本事務連絡において、「新型コロナウイルス感染症患者」とは、新型コロナウイルス感染症と診断された患者（新型コロナ

ウイルス感染症から回復した患者を除く。）をいう。 

 
 

１．令和６年５月31日までに終了する取扱いについて（令和６年診療報酬改定以降の措置に包含される対応）    

（１）抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）に係る取扱いについて 
小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、在宅時医学総合管理料、施設入居時等医学総合管理料又は在宅がん医療総合診療料を

算定する患者に対し、抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）を処方した場合について

は、別途、薬剤料を算定できる取扱い。 

（２）新型コロナウイルスの検査に係る取扱い 
①厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法に基づき療養に要する費用の額を算定する患者（同

告示別表19の診断群分類点数表に基づき療養に要する費用の額を算定する患者以外の患者を除く。）に対して、SARS-CoV-2（新型コ

ロナウイルス）核酸検出、ウイルス・細菌核酸多項目同時検出（SARS-CoV-2を含む。）、SARS-CoV-2・インフルエンザ核酸同時検出、

SARS-CoV-2・RS ウイルス核酸同時検出及びSARS-CoV-2・インフルエンザ・RSウイルス核酸同時検出（以下、「SARS-CoV-2 核酸検出
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等」という。）並びにSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出、SARS-CoV-2・インフルエンザウイルス抗原同時検出、SARS-CoV-

2・RSウイルス抗原同時検出及びSARS-CoV-2・インフルエンザウイルス・RSウイルス抗原同時検出（以下、「SARS-CoV-2 抗原検出等」

という。）を実施した場合にあっては、別途、SARS-CoV-2核酸検出等及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料並びにSARS-

CoV-2 抗原検出等及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料を算定できる取扱い。 

②特定機能病院において入院中の患者に対し、SARS-CoV-2核酸検出等及びSARSCoV-2抗原検出等を実施した場合にあっては、SARS-CoV-

2核酸検出等及びSARSCoV-2抗原検出等は基本的検体検査実施料に含まれないものとし、別に算定できる取扱い。 

③特定機能病院において入院中の患者に対し、SARS-CoV-2核酸検出等及びSARSCoV-2抗原検出等を実施した場合にあっては、SARS-CoV-

2核酸検出等について実施した微生物学的検査判断料及びSARS-CoV-2抗原検出等について実施した免疫学的検査判断料は基本的検

体検査判断料に含まれないものとし、別に算定できる取扱い。 

④次に掲げる入院料を算定する患者に対し、SARS-CoV-2核酸検出等及びSARSCoV-2抗原検出等を実施した場合にあっては、別途、SARS-

CoV-2核酸検出等及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料並びにSARS-CoV-2抗原検出等及び検体検査判断料のうち免疫学

的検査判断料を算定できる取扱い。 

ア 療養病棟入院基本料 

イ 障害者施設等入院基本料（注５に規定する特定入院基本料又は注６に規定する点数を算定する場合に限る。） 

ウ 有床診療所療養病床入院基本料   エ 救命救急入院料          オ 特定集中治療室管理料 

カ ハイケアユニット入院医療管理料  キ 脳卒中ケアユニット入院医療管理料 ク 小児特定集中治療室管理料 

ケ 新生児特定集中治療室管理料    コ 総合周産期特定集中治療室管理料  サ 新生児治療回復室入院医療管理料 

シ 特殊疾患入院医療管理料      ス 小児入院医療管理料        セ 回復期リハビリテーション入院料 

ソ 地域包括ケア病棟入院料      タ 特殊疾患病棟入院料        チ 緩和ケア病棟入院料 

ツ 精神科救急急性期医療入院料    テ 精神科急性期治療病棟入院料    ト 精神科救急・合併症入院料 

ナ 児童・思春期精神科入院医療管理料 ニ 精神療養病棟入院料        ヌ 認知症治療病棟入院料 

ネ 特定一般病棟入院料        ノ 地域移行機能強化病棟入院料 

ハ 特定機能病院リハビリテーション病棟入院料 ヒ 短期滞在手術等基本料 

⑤入院中以外において、小児科外来診療料、地域包括診療料、認知症地域包括診療料、小児かかりつけ診療料、生活習慣病管理料、

手術前医学管理料又は在宅がん医療総合診療料を算定する患者に対し、SARS-CoV-2核酸検出等及びSARS-CoV-2抗原検出等を実施し

た場合にあっては、別途、SARS-CoVv-2核酸検出等及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料並びにSARS-Cov-2抗原検出等及

び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料を算定できる取扱い。 

⑥介護医療院等に入所する患者（介護医療院等において短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている患者を含む。）

に対し、保険医療機関がSARS-CoV-2核酸検出等及びSARS-CoV-2抗原検出等を実施した場合にあっては、別途、SARS-CoV-2核酸検出

等及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料並びにSARS-CoV-2抗原検出等及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料を

算定できる取扱い。 

⑦①～⑥を算定する場合において、微生物学的検査判断料及び免疫学的検査判断料は月１回に限り算定することができる点数である

ことに留意すること。また、検査を実施した日時及び検査実施の理由等について、診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。 
 

２．令和６年４月以降も当面の間継続する取扱いについて                            

（抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）の特性を踏まえた対応）         

①新型コロナウイルス感染症患者であって、厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法（平成20

年厚生労働省告示第93号）に基づき療養に要する費用の額を算定する患者（同告示別表19の診断群分類点数表に基づき療養に要す

る費用の額を算定する患者以外の患者を除く。）に対し、抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症の効能若しくは効果を有するも

のに限る。）を投与した場合にあっては、当該薬剤に係る費用を別に算定できる。 

②地域包括ケア病棟入院料や療養病棟入院基本料等の基本診療料の施設基準等（令和４年３月４日厚生労働省告示第55号）別表第五

の一の二、三、四及び五に規定されている入院料を算定している病棟に入院している新型コロナウイルス感染症患者については、

抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）を療養上必要な事項について適切な注意及び

指導を行ったうえで投与した場合に、抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候

群又はHIV 感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）とみなして、本剤に係る薬剤料を算定できる。なお、調剤料や注射実

施料等の算定については特に定めのない限り、医科点数表等の取扱いに基づき取り扱うことに留意されたい。 

③介護医療院又は介護老人保健施設に入所する新型コロナウイルス感染症患者に対して、抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症

の効能若しくは効果を有するものに限る。）を、療養上必要な事項について適切な注意及び指導を行った上で投与した場合に、特掲

診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告示第63号）第16第２号に規定する内服薬及び第３号に規定する注射薬のうち、「抗ウイ

ルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有する

ものに限る。）」とみなして、本剤に係る薬剤料を算定できる。なお、調剤料や注射実施料等の算定については、特に定めのない限

り、要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（平成20年厚生労働省告示第128号）等に基づき

取り扱うことに留意されたい。 

 

 
 

 


